
資料１－１

公共工事の品質確保の促進に関する施策を公共工事の品質確保の促進に関する施策を
総合的に推進するための基本的な方針の

部変更に いて一部変更について

説明資料



公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針
の位置づけについて

品確法基本⽅針とは：品確法（※）に基づき 政府が作成 （現行の方針はH17閣議決定）品確法基本⽅針とは：品確法（※）に基づき、政府が作成。（現行の方針はH17閣議決定）

発注関係事務に関する事項だけでなく、公共工事の品質確保とその担い手の確保のために講ずべき
施策を広く規定
国、地方公共団体等は、基本方針に従って措置を講ずる努力義務国、地方公共団体等は、基本方針に従って措置を講ずる努力義務
発注関係事務の運用については、国が地方公共団体、事業者等の意見を聴いて定める発注者共通の
「運用指針」において別途詳細に規定 （※）公共工事の品質確保の促進に関する法律

○公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）（抄）○公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）（抄）
（基本方針）

第九条 政府は、公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針（以下「基本方針」と
いう。）を定めなければならない。

２ 基本方針は 次に掲げる事項について定めるものとする２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項
二 公共工事の品質確保の促進のための施策に関する基本的な方針

３ 基本方針の策定に当たっては、特殊法人等（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第二条第一項に規
定する特殊法人等をいう 以下同じ ）及び地方公共団体の自主性に配慮しなければならない定する特殊法人等をいう。以下同じ。）及び地方公共団体の自主性に配慮しなければならない。

４ 政府は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。

（基本方針に基づく責務）
第十条 各省各庁の長（財政法（昭和二十二年法律第三十四号）第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう ） 特第十条 各省各庁の長（財政法（昭和二十二年法律第三十四号）第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう。）、特

殊法人等の代表者（当該特殊法人等が独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に
規定する独立行政法人をいう。）である場合にあっては、その長）及び地方公共団体の長は、基本方針に定めるところ
に従い、公共工事の品質確保の促進を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
（発注関係事務の運用に関する指針）（発注関係事務の運用に関する指針）

第二十二条 国は、基本理念にのっとり、発注者を支援するため、地方公共団体、学識経験者、民間事業者その他の関係
者の意見を聴いて、公共工事の性格、地域の実情等に応じた入札及び契約の方法の選択その他の発注関係事務の適切な
実施に係る制度の運用に関する指針を定めるものとする。
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公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針
改正案の概要（平成２６年９月）

改正のポイント

（品確法基本方針）

改正のポイント

Ⅰ．各発注者が取り組むべき事項を追加
○発注者の責務

・担い手育成・確保のための適正な利潤が確保できるような予定価格の適正な設定（歩切り(※)の禁止、見積りの活用等）

・ダンピング受注の防止（低入札価格調査基準又は最低制限価格の適切な設定）

・計画的な発注、適切な工期設定及び設計変更（債務負担行為の活用等による発注・施工時期の平準化等） 等
（※）歩切り：適正な積算に基づく設計書金額の一部を控除することをいう。

○多様な入札契約方式の導入・活用
・技術提案・交渉方式、段階的選抜方式、地域における社会資本の維持管理に資する方式等の活用

Ⅱ．受注者の責務に関する事項を追加
○受注者による技術者、技能労働者等の育成・確保や賃金、安全衛生等の労働環境の改善等が適切に行われるよう、

・技能労働者の適切な賃金水準確保や社会保険等への加入徹底等についての要請の実施
・教育訓練機能の充実強化や土木・建築を含むキャリア教育・職業教育の促進、女性も働きやすい現場環境の整備等

Ⅲ．その他国として講ずべき施策を追加
・公共事業労務費調査の適切な実施と実勢を反映した公共工事設計労務単価の適切な設定

中長期的な担い手育成 確保の観点から適正な予定価格を定めるための積算基準の検討・中長期的な担い手育成・確保の観点から適正な予定価格を定めるための積算基準の検討
・調査及び設計の品質確保に向けた資格制度の確立
・発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）の策定及びそのフォローアップ、地方公共団体への支援 等

○上記のうち、発注関係事務の運用については、「運用指針」において、発注関係事務の各段階で考慮
すべき事項や多様な入札契約方式の選択・活用について体系的かつわかりやすく示す予定。

○運用指針は、地方公共団体、事業者等の意見を聴き、年内目途に策定予定。 2


